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公衆衛生委員会では、月に１回程度外部委員より公衆衛生等につい
て有益な情報を提供いただいております。情報について、協会職員の
皆さまにもお役立ていただける内容が多くあると考え、共有させてい
ただきます。ぜひお読みください。
よろしくお願いいたします。

今回は、４月と５月の公衆衛生委員会でご発表いただいた外部委員
の先生方からの情報をご紹介いたします。

ご発表いただいた先生方

田鎖 愛理 先生（岩手医科大学 衛生学公衆衛生学講座）
渡辺 晃紀 先生（栃木県県北健康福祉センター所⾧兼地域保健部⾧）



田鎖 愛理 先生

岩手医科大学 衛生学公衆衛生学講座

「職場の化学物質管理にケミガイドとケミサポを活用しよう」を
テーマに情報提供をいただきました。

職場における新たな化学物質規制
が2024年4月1日より完全施行

↓

規制対象物が、危険有害性が
確認されている物質全てに拡大

↓

GHSマークが付いている物は全て
対象となる

働く中で自身が事故や災害に遭わないことが
重要となってくる

キーワード：保護具

参考情報サイト（厚生労働省作成・２０２４年
「ケミガイド」 ２月１日公開のサイト）

・労働災害事例
・無料相談窓口のご案内等の確認



参考情報サイト（独立行政法人労働者健康安全
機構労働安全衛生総合研究所作成）
「ケミサポ」

・事業者が実施すること
・変わる内容
・実施スケジュール等の確認

その他参考（厚生労働省）
「労働者が安全に働くために職場における
新たな化学物質規制が導入されます」

参考情報（情報サイト「ケミガイド」より）
「化学物質を安全に取り扱うために」
https://cheminfo.johas.go.jp/file/pdf/le
afret.pdf

・GHSマーク
・安全な作業手順
・管理について等を分かり易く確認

事業者が実施する 4つのステップ

ステップ１
☆今回の改正で化学物質の管理
対象になる製品を確認する

ステップ２

☆化学物質管理者の選任・保護
具着用管理責任者の選任など
事業場内の体制を整備する

ステップ３

☆リスクアセスメントを実施し、
化学物質等による危険性又は
有害性を調査する. 有害性を特
定しリスクを見積もり、リスク
低減措置の内容を検討する

ステップ４

☆取り扱い事業場では、雇い入れ
時に安全衛生の教育をする必要
があり、解剖や滅菌業務に携わ
る人に気をつけていただくため
にも労働者への教育をする



渡辺 晃紀 先生

栃木県県北健康福祉センター所⾧ 兼 地域保健部⾧

「保健所の“今”」をテーマに情報提供をいただきました。

コロナで3年余り特異な対応をした後の
職場・業務環境の変化

・変化を前提として、従来から求められ
ている保健所の平時の業務では、求め
られる機能は当然果たしながら社会の
変化に対応する

・災害も感染症も経験した今、有事は
起こり得ることを前提にした意識で
常に準備対応する

キーワード：社会の変化『 』
業務の実施環境は過去と現在で違い、保健
分野以外の機関との連携体制作りの必要性
などあり、困難を感じることも多い

乳幼児健診は、保健所で実施の
時代から、後の医療や療育への
繋ぎを期待して市町村や医療機
関での実施へ

悩み：一部の専門的な部分が保健所に任
されること、経験を積んだ職員が退職等
でいなくなることで、関わる分野がまだ
らになることもある

・疾病や障害のある人が社会的
困難にも繋がる例をよく経験
保健所以外からの支援も必要

悩み：さまざまな機関との連携や体制作
りの中で信頼してもらうためには経験・
スキルが必要だが、保健所の役割・機能
の変化で経験の機会や経験ある職員が
減ってきている

・安全、安心の担保や人権擁護 カスタマー
ハラスメントまがいな苦情、対応に苦慮す
る要求が生じる可能性

悩み：手続きの厳格化等で労働強化に繋がる可能性がある

・今は、地域医療の確保、
維持も重要 「地域医
療構想」も保健所の大
きなテーマとなっている

・PDCAサイクルを意識し
ながら「地域医療構想」
の実現に向け取り組んで
いきたい



公衆衛生だより No.３をお読みいただきありがとうございます。
ご意見・ご感想がありましたら公衆衛生委員会事務局までお寄せください。
【公衆衛生委員会事務局】TEL:03-5212-9152 e-mail:kousyu-eisei-jimukyoku@jadecom.info

今、感染症と災害は大きな健康危機とされ、保健所としてもホットな話題と
なっている

発生時の対応、体制作りのためには
起きてからでの取組みでは混乱する

↓
平時からの対話、関係構築をしてい
かないといけない

感染症発生・対応の法律の前提は曖昧
な部分もあり、計画通りに進むのか若
干の不安もある

↓
次の新興感染症の想定や計画を緻密に
するより、地域の体制づくりや対応力
向上に努める方が有効かもしれない

災害対応では、昨今の災害の頻発、
DHEATの制度化も大きなトピックス
だった．災害派遣も多くの自治体
で経験しており、各種マニュアル
の制定や連絡会議、訓練なども行
われているところである

↓
いざ取り組むとなると、やるべき
ことがあれこれと想起され、労働
強化も懸念されがちであるが、避
けられる話ではなく、普段から有
事への備えと平時の対応を車の両
輪のようにとらえ、業務を進める
ことが必要


